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１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

（１）職員の任免の状況                          （単位：人） 

 
平成 24 年 

４月１日付 

採用者数 

平成 24 年 

10 月１日付 

採用者数 

平成 24 年 

11 月１日付 

採用者数 

平成 24 年 

４月１日現在 

職員数 

平成 24 年度 退職者数 

定年 普通 その他 計 

一般行政職 21 ５ １ 603 ９ ５ ３ 17 

一般技術職 ３ ２ ０ 72 ５ ０ １ ６ 

医療技術職 ４ ０ ０ 239 １ ４ ４ ９ 

技能労務職 － － － 115 ６ ０ ２ ８ 

計 28 ７ １ 1,029 21 ９ 10 40 

再任用職員 14 － － 34 ０ ８ ０ ８ 

※職員数は、特別職（教育長を除く）を含みません。教育長は含みます。 

 

（２）昇任者数（平成 24 年４月１日） 

① 一般事務、一般技術、医療技術職                  （単位：人） 

職名 

（昇任後） 

部長級 部次長級 課長級 課長補佐級 係長級 主任級 

４ ２ ５ ９ 24 27 

 

② 技能労務職            （単位：人） 

職名 

（昇任後） 

統括技能長級 技能長級 技能主任級 

０ ２ ０ 

 

（３）部門別職員数の状況と主な増減理由                  （単位：人） 

（注）１ 平成 24 年地方公共団体定員管理調査において報告した職員数です。 

   ２ 職員数は、一般職に属する職員数で、臨時職員及び非常勤職員を除きます。 

   ３ 再任用短時間勤務職員は除き、教育長は含みます。 

区   分 職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

部   門 23 年度 24 年度 

一般行政部門 

議会 10 10 ０  

総務 198 200 ２ 業務増 

税務 70 70 ０  

労働 ２ １ ▲１ 事務の再編 

農水 ３ ３ ０  

商工 ６ ５ ▲１ 事務の再編 

土木 73 77 ４ 業務増、事務の再編 

民生 397 374 ▲23 欠員不補充 

衛生 91 88 ▲３ 欠員不補充 

小計 850 828  ▲22  

特別行政部門 
教育 143 138 ▲５ 事務の統廃合縮小 

小計 143 138 ▲５  

公営企業等会計部門 

下水道 11 11 ０  

その他 58 51 ▲７ 事務の統廃合縮小 

小計 69 62 ▲７  

合   計 1,062 1,028 ▲34  
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（４）年齢別職員構成の状況（平成 24 年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

年 齢 

20 歳 20 歳 24 歳 28 歳 32 歳 36 歳 40 歳 44 歳 48 歳 52 歳 56 歳 60 歳 

合 計  ～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
  

未満 23 歳 27 歳 31 歳 35 歳 39 歳 43 歳 47 歳 51 歳 55 歳 59 歳 以上 

職員数 １ 19 83 92 65 87 152 148 108 156 117 ０ 1,028 

（注）平成 24 年地方公共団体定員管理調査において報告した職員数です。 

 

（５）職員数の推移                          （単位：人・％） 

年 度 

 

部 門 

19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 24 年 
過去５年間の 

増減数（率） 

一般行政 864 859 850 861 850 828 ▲36（▲4.2％） 

教 育 169 158 152 145 143 138 ▲31（▲18.3） 

普通会計計 1,033 1,017 1,002 1,006 993 966 ▲67（▲6.5％） 

公営企業等会計

計 
102 86 70 66 69 62 ▲40（▲39.2％） 

総合計 1,135 1,103 1,072 1,072 1,062 1,028 ▲107（▲9.4％） 

（注）各年における地方公共団体定員管理調査において報告した職員数です。 
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２ 職員の給与に関する状況 

 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区分 
住民基本台帳人口 

（平成25年３月31日現在） 
歳出額 A 実質収支 人件費 B 

人件費比率 

B/A 

（参考） 

平成 23 年度

人件費比率 

24 年度 197,447 人 
64,232,227 

千円 

1,375,630 

千円 

10,166,321

千円 
15.8％ 16.4％ 

 

（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 職員数 A 

給与費 １人当たり 

給与費 

Ｂ/Ａ 

 （参考） 

類似団体平均 

１人当たり給与費 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B  

24 年度 966 人 
3,714,678 

千円 

1,243,850 

千円 

1,476,340 

千円 

6,434,868 

千円 
6,661千円 

 
6,573 千円 

（注）１ 職員手当には、退職手当は含まれていません。 

   ２ 職員数は、平成 24 年４月１日現在の人数です。 

  

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 
 

 

    

 （注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の    

     給与水準を示す指数です。     

    ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を 

     単純平均したものです。 

    ３ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置がないと 

     した場合の値です。 

 

（４）一般行政職給料表の状況（平成 24 年４月１日現在） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１号給の 

給料月額 
138,300 円 200,000 円 223,500 円 256,900 円 285,900 円 334,900 円 437,400 円 

最高号給の 

給料月額 
336,000 円 367,700 円 409,400 円 426,800 円 450,700 円 467,000 円 534,700 円 

 

 

 

 

 

 

平成19年 

100.4 平成19年  

98.4 
平成19年 

97.9 

平成24年  

106.1 

平成24年 

108.5 平成24年 

106.9 
平成24年 

（参考値） 

 98.1  

平成24年 

（参考値） 

 100.3  

平成24年 

（参考値） 

 98.8  

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

西東京市 類似団体平均 全国平均 
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（５）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 24 年４月１日現在） 

  ① 一般行政職 

 区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

 西東京市 43.2 歳 329,183 円 457,864 円 404,493 円 

 東京都 42.3 歳 328,251 円 460,587 円 409,876 円 

 国 42.8 歳 304,944 円(329,917 円) ― 372,906 円(401,789 円) 

 類似団体 42.6 歳 332,599 円 423,268 円 383,679 円 

 

 ② 技能労務職   

 

区分 

公 務 員 

 平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

（A） 

平均給与月額 

（国ベース） 

 西東京市 50.7 歳 115 人 341,966 円 424,249 円 411,128 円 

 

 

うち清掃職員 49.1 歳 44 人 340,505 円 429,360 円 414,134 円 

 うち学校給食員 52.5 歳 25 人 344,832 円 412,915 円 408,905 円 

 うち用務員 48.1 歳 15 人 331,260 円 405,131 円 402,491 円 

 その他 52.6 歳 31 人 346,910 円 435,385 円 412,835 円 

 東京都 47.3 歳 1,681 人 301,846 円 412,232 円 376,425 円 

 国 49.7 歳 3,479 人 270,465円(285,030円) ― 307,506 円(323,181 円) 

 類似団体 47.5 歳 154 人 330,032 円 390,390 円 368,423 円 

 

 

区分 

民 間 参 考 

 

対応する 

民間の 

類似職種 

平均 

年齢 

平均給与 

月額 

（B） 

A／B 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（C） 

民間 

（D） 
C／D 

 西東京市 ― ― ― ― ― ― ― 

 

 

うち清掃職員 廃棄物処理業 44.7 歳 288,200円 1.49 6,798,420 円 3,989,200 円 1.70 

 うち学校給食員 調理士 40.3 歳 285,600円 1.45 6,563,480 円 3,762,300 円 1.74 

 うち用務員 用務員 53.5 歳 206,600円 1.96 6,451,172 円 2,861,400 円 2.25 

 その他 ― ― ― ― ― ― ― 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。 

 （平成 21～23 年の３箇年平均） 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり､年齢、業務内容、雇用形態等の点において 

  完全に一致しているものではありません。 

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、 

  公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間 

  賞与の額を加えた試算値です。 

 （注）１ 「平均給料月額」とは、平成 24 年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。    

    ２ 「平均給与月額」とは､給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務    

     手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり､地方公務員給与実態調査において明らかに    

     されているものです。    

      また、「平均給与月額（国ベース）」は､国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊    

     勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算    

     したものです。    

    ３ 国の欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定特例法に    

     よる措置がないとした場合の値（減額前）です。    
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（６）職員の初任給の状況（平成 24 年４月１日現在）    

 区分 西東京市 東京都 国 

 
一般行政職 

大学卒 181,200 円 181,200 円 
総合職 172,557 円（181,200 円） 

一般職 163,987 円（172,200 円） 

 高校卒 142,700 円 142,700 円 133,418 円(140,100 円) 

 ※国の欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。 

      

（７）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 24 年４月１日現在） 

 区分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年  

 
一般行政職 

大学卒 256,380 円 323,918 円 348,092 円  

 高校卒 212,800 円 278,100 円 316,325 円  

 （注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合の採用後の年数です。 

    中途採用者については採用以前の前歴を換算し、加味したものです。  

    経験年数に該当職員がいない場合、その階層に加えて近似の階層も含み、平均を算出します。 

    技能労務職については、少人数のため表示していません。   

    

  （８）一般行政職の級別職員数の状況（平成 24 年４月１日現在）   

 区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

 ７ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の部長又はこれに相当する職務 17 人 2.8％ 

 ６ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の部次長又はこれに相当する職務 7 人 1.2％ 

 ５ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の課長又はこれに相当する職務 45 人 7.4％ 

 ４ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の課長補佐又はこれに相当する職務 30 人 5.0％ 

 ３ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の係長又はこれに相当する職務 156 人 25.8％ 

 ２ 級  市長部局又は委員会等の事務局等の主任の職務 138 人 22.8％ 

 １ 級  ２級から７級までに属さない職員の職務 212 人 35.0％ 

 (注) １ 西東京市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。    

     ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。    

  

※平成 20 年４月１日に９級制から８級制に変更（旧給料表の１級及び２級を廃止し、新たな１級を設置）し、 

平成 21 年４月１日に８級制から７級制に変更（旧給料表の１級及び２級を廃止し、新たな１級を設置）しています。 

※５年前の構成比につきましては、その当時９級制であったため、それぞれ２級減じて表示し、 

１級は、旧１級、旧２級及び旧３級の合計を表示しています。 

  

 

 

１級 

35.0% 
１級 

33.3% １級 

24.0% 

２級 

22.8% 

２級 

24.3% ２級 

28.3% 

３級 

25.8% 
３級 

25.6% ３級 

27.1% 

４級 

5.0% 
４級 

5.1% 

４級 

8.8% 

５級 

7.4% 
５級 

7.5% 

５級 

6.3% 

６級 

1.2% 
６級 

1.6% 
６級 

2.5% 

７級 

2.8% 
７級 

2.6% 

７級 

3.0% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成24年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 
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（９）昇給への勤務成績の反映状況 

 
  

 １ 勤務成績の評定の実施状況    

 

  地方公務員法第 40 条に基づき、管理職は毎年４月１日、一般職は毎年 11 月１日を評定日として 

勤務成績の評定を実施しています。 

 

   

 ２ 昇給への勤務成績の反映状況    

   現在、昇給に勤務成績は反映していませんが、反映に向けて検討しています。    

     

     

（10）職員手当の状況      

 ① 期末手当・勤勉手当     

 西東京市 東京都 国 

 
１人当たり平均支給額（24 年度） 

1,492 千円 
－ － 

 

（24 年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.57 月分     1.35 月分 

（1.433 月分）   （0.65 月分） 

（24 年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.35 月分 

（1.45 月分）    （0.65 月分） 

（24 年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

2.60 月分     1.35 月分 

（1.45 月分）    （0.65 月分） 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置 

・役職加算 ３～20％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

・役職加算    ３～20％ 

・管理職加算  15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

・役職加算    ５～20％ 

・管理職加算  10～25％ 

 
※（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

 

１ 勤務成績の評定の実施状況 

  地方公務員法第 40 条に基づき、管理職は毎年４月１日、一般職は毎年 11 月１日を評定日として 

  勤務成績の評定を実施しています。 

 

２ 勤勉手当への勤務実績の反映状況 

  現在、勤勉手当に勤務成績は反映していませんが、反映に向けて検討しています。 

 

 

 ② 退職手当（平成 24 年４月１日現在）  

 西東京市 国 

 

（支給率）          自己都合    勧奨・定年 

勤続 20 年         24.25 月分   35.00 月分 

勤続 25 年         32.50 月分   45.50 月分 

勤続 35 年         49.75 月分   59.20 月分 

最高限度額        50.00 月分   59.20 月分 

その他の加算措置    定年前早期退職特例措置 

                （２％～20％加算） 

１人当たり平均支給額  8,396 千円   23,284 千円 

（支給率）         自己都合    勧奨・定年 

勤続 20 年        23.50 月分   30.55 月分 

勤続 25 年        33.50 月分   41.34 月分 

勤続 35 年        47.50 月分   59.28 月分 

最高限度額       59.28 月分   59.28 月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

               （２％～20％加算） 

 

 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24 年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

③ 地域手当（平成 24 年４月１日現在） 

 支給実績（24 年度決算） 623,138 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額(24 年度決算) 586,759 円 

 支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

 西東京市 15.0％ 1,062 人 15％ 
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 ④ 特殊勤務手当（平成 24 年４月１日現在） 

 支給実績（24 年度決算） 133,800 円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（24 年度決算） 3,616 円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（24 年度） ３％ 

 手当の種類（手当数） ４ 

 手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

 
感染症消毒等作業従

事手当 

感染症消毒等の作業に

従事した職員 
感染症消毒等の作業 １日につき 1,000 円 

 
行路病人又は行路死

亡人取扱手当 

行路病人等の取り扱いに

従事した職員 
行路病人等の取り扱い 

病人１人につき 1,000 円 

死亡人１体につき 2,000 円 

 犬猫等死体処理手当 
犬猫等の死体処理作業

に直接従事した職員 

犬猫等の死体処理作

業 
１体につき 300 円 

 昆虫等駆除手当 

人体に危険を及ぼすおそ

れのある昆虫等の駆除

作業に従事した職員 

人体に危険を及ぼすお

それのある昆虫等の駆

除作業 

１日につき 300 円 

     

 ⑤ 時間外勤務手当 

 支給実績（23 年度決算） 383,438 千円 

 職員１人当たり平均支給年額（23 年度決算） 381 千円 

 支給実績（24 年度決算） 410,605 千円 

 職員１人当たり平均支給年額（24 年度決算） 419 千円 

 （注）職員１人当たり平均支給年額は、管理職を除く職員の人数をもとに算出した平均額です。 

 

 

 

⑥ その他の手当（平成 24 年４月１日現在） 
   

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（24年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（24 年度決算） 

扶養手当 

配偶者     13,500 円 

配偶者以外の扶養親族 

     6,000 円 

特定期間の加算 

          4,000 円 

異 支給単価 85,061 千円 207 千円 

住居手当 
世帯主及びこれに 

準ずるもの   8,500 円 
異 

支給対象 

及び単価 
56,096 千円 82 千円 

通勤手当 

交通機関 

 １か月当たりの支給 

 限度額    55,000 円 

交通用具 

 通勤距離に応じて支給 

異 
支給対象 

及び単価 
75,925 千円 85 千円 

管理職手当 
役職に応じて給料の 

18～20％ 
異 

算定方法 

及び支給 

割合 

81,905 千円 987 千円 

宿日直手当 

宿日直勤務１回につき、

10,000円を超えない範囲

内 

異 支給単価 90 千円 23 千円 
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（11）特別職の報酬等の状況（平成 24 年４月１日現在） 

区分 給料月額等 

給 

料 

 

 

市長 

副市長 

常勤監査委員 

 

 

840,000 円(1,013,000 円) 

898,000 円 

696,000 円 

（参考）類似団体における 

最高／最低額 

     最高 1,100,000 円／最低 665,000 円 

     最高  940,000 円／最低 628,800 円 

 

報 

酬 

議長 

副議長 

議員 

642,000 円 

574,000 円 

540,000 円 

     最高  739,000 円／最低 445,000 円 

     最高  663,000 円／最低 385,000 円 

     最高  606,000 円／最低 360,000 円 

期
末
手
当 

市長 

副市長 

常勤監査委員 

（平成 24 年度支給割合） 3.95 月分 

議長 

副議長 

議員 

（平成 24 年度支給割合） 3.95 月分 

退
職
手
当 

 

市長 

副市長 

常勤監査委員 

             （算定方式）               （１期の手当額） （支給時期） 

在職１年につき給料月額の 100 分の 350 に相当する額  14,182,000 円  任期ごと 

在職１年につき給料月額の 100 分の 300 に相当する額  10,776,000 円  任期ごと 

在職１年につき給料月額の 100 分の 250 に相当する額   6,960,000 円  任期ごと 

備考  

 
(注) １ 市長の給料月額については、特例条例により平成 21 年４月１日から平成 25 年２月 17 日まで 

 840,000 円に減額しています。（ ）内は、減額前の給料月額です。 

     ２ 期末手当については、加算措置（20％）があります。 

 
    ３ 退職手当の「１期の手当額」は、平成 24 年４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、 

      １期（４年＝48 月）務めた場合における退職手当の見込額です。 

 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間、休憩時間の状況（平成 24 年４月１日現在） 

区 分 
勤務時間 

休憩時間 
始業時刻 終業時刻 

全職員（※） 午前８時 30 分 午後５時 15 分 正午～午後１時 

※一部の外部職場を除きます。 

 

（２）年次有給休暇の取得状況（平成 24 年１月１日～12 月 31 日） 

区 分 全対象職員数 総付与日数 総取得日数 平均取得日数 消化率 

全職員 1,100 人 40,799.3 日 13,612.7 日 12.4 日 33.4％ 
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（３）特別休暇の制度 

種   類 期         間 

公民権行使等休暇 必要と認められる期間 

骨 髄 液 提 供 休 暇 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 １の年において５日の範囲内の期間 

結 婚 休 暇 連続する７日の範囲内の期間 

妊 婦 通 勤 時 間 
勤務時間の始め又は終わりにそれぞれ 30 分又はいずれか一方に 60 分の

範囲内の時間 

母子保健健診休暇 必要と認められる時間 

妊 娠 出 産 休 暇 出産の前後連続する 16 週間以内の期間 

育 児 時 間 １日２回それぞれ 45 分以内の時間 

出 産 支 援 休 暇 
出産のため入院する等の日から当該出産の日後２週間を経過する日まで

の期間における２日の範囲内の期間 

育 児 参 加 休 暇 

出産の日の翌日から当該出産の日後８週間を経過する日までの期間（た

だし、養育の必要がある子がある場合には、妻の出産予定日の８週間前

の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの期間）における５日

の範囲内の期間 

子 の 看 護 休 暇 
１の年において５日の範囲内の期間（ただし、養育する子が複数いる場

合は 10 日の範囲内の期間） 

生 理 休 暇 必要と認められる期間 

忌 引 休 暇 親族に応じて付与される連続する日数の範囲内の期間 

父 母 の 追 悼 休 暇 １日の範囲内の期間 

夏 季 休 暇 ７月から９月までの期間内における５日の範囲内の期間 

永 年 勤 続 休 暇 勤続 20 年に達した職員…４日、勤続 30 年に達した職員…６日 

災 害 休 暇 連続する７日の範囲内の期間 

事 故 休 暇 必要と認められる期間 

危 険 回 避 休 暇 必要と認められる期間 

感 染 症 予 防 休 暇 必要と認められる期間 

短 期 の 介 護 休 暇 
１の年において５日の範囲内の期間（ただし、要介護者が複数いる場合

は 10 日の範囲内の期間） 

 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況  

（単位：人） 

分限処分 
免職 休職 降任 降給 計 

２ 24 ０ ０ 26 

懲戒処分 
免職 停職 減給 戒告 計 

０ ０ ０ ０ ０ 
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５ 職員の服務の状況 

 

服務とは … 地方公務員法第 30 条により、職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務

し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならないとされ、この根

本基準の具体的規定として、同法第 31 条から第 38 条に服務上の義務が定められています。 

（単位：人） 

根 拠 規 定 区     分 違反者 

地方公務員法 第 31 条 服務の宣誓 ０ 

〃    第 32 条 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 ０ 

〃    第 33 条 信用失墜行為の禁止 ０ 

〃    第 34 条 秘密を守る義務 ３ 

〃    第 35 条 職務に専念する義務 ０ 

〃    第 36 条 政治的行為の制限 ０ 

〃    第 37 条 争議行為等の禁止 ０ 

〃    第 38 条 営利企業等の従事制限 ０ 

 

 

 

 

 

 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

   

（１）研修名及び参加者数 

① 独自研修 

研 修 区 分 研 修 テ ー マ 回数 日数等 
受講

者数 

階層別 

研 修 

新 任 研 修 市政概要、接遇、仕事の進め方 ３ 

４

月 
６日 32 

10

月 
４日 ７ 

11

月 
１日 １ 

主 任 研 修 
効率的な組織運営～組織シミュレ

ーション～ 
１ ２日 18 

係 長 研 修 コーチング １ １日 28 

管 理 職 研 修 

新任課長職に求められる知識を学

ぶ 
１ 105 分 ５ 

新任部長職に求められる知識を学

ぶ 
１ 75 分 ４ 
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実 務 

専 門 

研 修 

クレーム対応研修 
クレーム対応の基礎知識、市民満足

度の向上 
１ １日 26 

法制執務実務者 

研修 

例規立案事務等を担当する職員を

対象に、条例、規則等の関係及び仕

組みを学ぶ 

１ ２日 ９ 

法 制 執 務 研 修 
法令、条例、規則等の関係及び仕組

みを理解し、法制知識を深める 
３ 各１日 80 

政 策 法 務 研 修 

市民サービス向上のための政策立

案について、関係する法体系を基

に、合理的に条例化する知識を学ぶ 

１ ２日 23 

安 全 運 転 研 修 
交通事故防止、よりよいマナーの実

践について 
２ 各 90 分 84 

Ｏ Ｊ Ｔ 研 修 

ＯＪＴに職場全体で取り組む大切

さや効率的な指導運営を遂行する

ためのポイントを学ぶ 

１ 150 分 31 

協 働 研 修 
市民の視点から捉えた協働のまち

づくり 
１ 120 分 47 

保 健 師 研 修 

他の医療系職員を交えて事例を検

討することにより、相互の協力・連

携の重要性を再認識する 

１ 120 分 27 

特 別 

研 修 

情報セキュリティ

研修 

自治体における情報資産に対する

具体的なセキュリティ管理につい

て 

２ 各 120 分 99 

ワークライフバラ

ンス研修 
仕事と家庭の両立 ２ 各 120 分 59 

パワーハラスメン

ト研修 

相談員を対象にパワーハラスメン

トの現状と背景、事例・判例のポイ

ントを理解し、防止策について学ぶ 

１ 120 分 27 

早稲田大学との 

共同研修 

職層を超えて意見交換を行いなが

ら、地域連携を進めていく上での課

題、問題点や解決策について学ぶ 

１ 225 分 51 

 

② 派遣研修 

ア 東京都市町村職員研修所派遣研修 

研 修 区 分 回数 日数等 
受講 

者数 

職 層 別 研 修 

新 任 研 修 
Ⅰ 期 ５ ４日 32 

Ⅱ 期 ５ ２日 33 

現 任 研 修 

１ 部 ６ ２日 35 

２ 部 ４ ２日 30 

３ 部 ３ ３日 32 

フォローアップ ５ １日 ９ 

係 長 研 修 

新 任 

（公務員倫理・メンタルヘルス） 
３ １日 29 

新 任 

（仕事と人のマネジメント） 
６ ２日 27 

現 任 ４ ３日 22 

課 長 研 修 

新 任（公務員倫理等） ３ １日 ７ 

新  任（管理者の役割） ６ １日 ９ 

現 任 ６ ２日 14 

部 長 研 修 ２ 半日 ５ 

小 計 284 
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講師養成研修 

基 礎 科 ３ ２日 ６ 

中 堅 職 員 の 役 割 １ ３日 ３ 

政策課題研究（政策ディベート） １ ３日 ２ 

小 計 11 

法 務 研 修 

行 政 法 Ⅰ ４ ３日 10 

地 方 自 治 法 ４ ４日 19 

地 方 公 務 員 法 ４ ３日 19 

民 法 Ⅰ ２ ６日 ５ 

民 法 Ⅱ １ ６日 １ 

判 例 研 究 １ ４日 ２ 

小 計 56 

自治体経営研修 

政 策 法 務 （ 基 礎 ） ２ ２日 10 

立 法 法 務 １ ８日 ２ 

地 方 財 政 ２ ３日 ４ 

小 計 16 

能力開発研修 

ロ ジ カ ル ト レ ー ニ ン グ ２ ２日 １ 

カ ウ ン セ リ ン グ マ イ ン ド １ １日 ２ 

Ｃ Ｓ マ イ ン ド ２ １日 ２ 

フ ァ シ リ テ ー シ ョ ン １ ２日 １ 

小 計 ６ 

情報処理研修 

シ ス テ ム 調 達 導 入 初 級 １ ２日 ３ 

シ ス テ ム 調 達 導 入 中 級 １ ３日 １ 

ネ ッ ト ワ ー ク 管 理 ２ ３日 １ 

ＯＡトラブルシューティング ２ ３日 ２ 

表 計 算 ソ フ ト 初 級 ７ ２日 11 

プレゼンテーションソフト初級 ４ １日 ５ 

デ ー タ ベ ー ス ソ フ ト 初 級 ４ ３日 13 

Ｃ Ａ Ｄ ソ フ ト 初 級 ４ ２日 ４ 

表 計 算 ソ フ ト 中 級 ７ ３日 ８ 

表 計 算 Ｖ Ｂ Ａ マ ク ロ ３ ２日 ４ 

文 書 作 成 ソ フ ト 

（実践レイアウトテクニック編） 
４ ２日 ７ 

小 計 59 

専 門 職 研 修 

保 健 師 研 修 １ １日 ２ 

保 育 士 研 修 １ １日 １ 

小     計 ３ 

実 務 研 修 

自 治 立 法 実 務 科 １ ２日 １ 

自 治 体 債 権 管 理 回 収 科 １ ２日 ３ 

人 事 科 １ ３日 ２ 

会 計 科 １ ２日 ２ 

広 報 科 １ ３日 １ 

固定資産税科（初級） 
土 地 １ ２日 １ 

償 却 資 産 １ ２日 ２ 

住 民 税 科（初級） 
個 人 住 民 税 １ ２日 １ 

法 人 住 民 税 １ ２日 ２ 

徴 収 科 （ 初 級 ） １ ２日 ２ 

固定資産税科（中級） 

土 地 １ ２日 １ 

家 屋 １ ２日 １ 

償 却 資 産 １ １日 ２ 

住 民 税 科（中級） 
個 人 住 民 税 １ ２日 １ 

法 人 住 民 税 １ １日 １ 

徴 収 科 （ 中 級 ） １ ２日 ２ 

廃 棄 物 対 策 科 １ ２日 １ 

子 育 て 支 援 科 １ １日 ２ 
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建 築 工 事 科 １ ３日 ２ 

公 園 科 １ １日 １ 

道 路 科 １ ２日 １ 

学 童 保 育 ・ 児 童 館 科 １ ３日 １ 

小 計 33 

特 別 研 修 

人 権 啓 発 研 修 ２ 半日 19 

メ ン タ ル ヘ ル ス 研 修 ３ 半日 ４ 

講 演 会 ５ 半日 ８ 

スポット研修（ウェブアクセシビリティ・ユー

ザビリティ） 
２ 半日 １ 

スポット研修（パソコン入門） ３ ３日 ３ 

スポット研修（ホームページ運用管理初級） １ ２日 ２ 

スポット研修（管理職メディアトレーニング） １ １日 １ 

スポット研修（今こそ始める部下育成～戦略的

ＯＪＴ～） 
１ １日 １ 

スポット研修（建築構造） １ ２日 ２ 

スポット研修（アサーティブコミュニケーショ

ン） 
１ １日 １ 

スポット研修（インバスケットゲーム研修） １ １日 １ 

スポット研修（防災講演会） １ 半日 ２ 

小 計 45 

合 計 513 

 

イ 各種研修 

研 修 名 日数等 受講者数 

償却資産（法令）研修 １日 ２ 

家屋評価（固定資産（家屋）評価基準）研修 １日 ２ 

家屋評価（竣工図書の分析）研修 １日 ２ 

家屋評価（工事見積書の分析）研修 １日 ２ 

土地評価（不動産関連法規等）研修 ３日 ２ 

償却資産（国税申告書の見方）研修 １日 ２ 

土地評価（鑑定評価理論）研修 ２日 ２ 

家屋評価（区分所有家屋）研修 １日 １ 

家屋評価（建築工法）研修 ２日 １ 

土地評価（公的土地評価）研修 ２日 ２ 

土地評価（土地税制関連）研修 ２日 ２ 

判例解説 １日 １ 

固定資産税事務地方研修会 １日 １ 

土地評価実務研修会 ４日 １ 

木造家屋評価実務研修 ４日 １ 

職場のメンタルヘルス対応セミナー ２日 ２ 

地方自治体のための債権管理セミナー ２日 １ 

徴収率向上のための交渉スキルアップ講座 ２日 １ 

介護支援専門員のための福祉用具・住宅改修基礎研修会 １日 １ 

ノーバディーズ・パーフェクト・ファシリテーター養成講座 ４日 １ 

福祉職員職務階層別研修「新任職員研修」 ２日 ２ 

服務・懲戒実務研修 １日 １ 

勤務時間・休暇関係実務研修 １日 １ 

消防大学校教育訓練 ５日 １ 

用地事務職員研修 ５日 １ 

大都市における精神科救急と自殺防止を考える １日 ２ 
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地方自治体のための政策法務実務講座 ２日 １ 

自治体における訴訟手続きと訴訟実務 ２日 １ 

全国栄養教諭・学校栄養職員研究大会 ２日 ５ 

法人住民税の理論と実務セミナー ２日 ２ 

地方税における相続をめぐる諸問題とトラブル対応のポイント ２日 １ 

第 63 回全都道府県監査委員協議会連合会講習会 ３日 １ 

第２回東京都校庭芝生リーダー養成講座 １日 ２ 

研修効果測定のためのアンケート設計とデータ分析のポイント ２日 １ 

第 10 回情報公開・個人情報保護審査会等委員交流フォーラム ２日 １ 

住民監査請求と住民訴訟をめぐる法律実務 ２日 １ 

既存建築物の耐震診断・耐震補強設計マニュアル 2012 改訂版講習会 １日 １ 

エネルギー管理講習「新規講習」 １日 ２ 

第二級陸上特殊無線技士養成講習会 ２日 １ 

平成 24 年度選挙管理委員会事務職員研修（中級） ２日 ４ 

非木造家屋評価演習（応用編） ２日 ２ 

地方自治体のための著作権講座 １日 １ 

母子保健に係わる学術集会（ハイリスク妊娠とメンタルヘルス） １日 １ 

政務活動費制度化への対応 １日 １ 

公開シンポジウム「緊急時における広報の役割」 １日 ２ 

福祉用具サービス業務従事者講習会 １日 １ 

白梅保育セミナー １日 ３ 

個人情報保護制度検討講座 ２日 １ 

防火・防災管理者講習 １日 １ 

出納事務および決算事務の合理的運用実務 ２日 １ 

条例規則担当者のための法令実務講座 ２日 １ 

介護福祉士現任研修 １日 ２ 

たんの吸引・経管栄養の基礎知識と手技研修 ３日 ３ 

地方自治体における資金管理と資金運用 ２日 １ 

分限処分・懲戒処分実務研修会 １日 １ 

環境法・条例の基礎セミナー １日 １ 

「愛される」ご当地キャラクター活用セミナー ２日 １ 

相談事例に学ぶ福祉用具講習会 １日 ２ 

東京都職員研修所法律研修「行政法務科」 ３日 １ 

東京都職員研修所法律研修「不動産法務科」 ５日 １ 

東京都職員研修所法律研修「民事法務科」 ２日 １ 

自治体職員に必要な政策形成入門セミナー 半日 ３ 

多摩 30 市町村第一回下水道情報交換会 半日 ４ 

合 計 98 

 

③ 自主研修 

通信教育研修                           （単位：人） 

講    座    名 申込者 修了者 

秀吉と七人の部下 １ ０ 

法制執務基礎講座 １ ０ 

読む・書く・話すの言語力トレーニング １ ０ 

わかりやすく知的な文章の作り方100 １ １ 

ファシリテーション100 １ １ 

上手な教え方・説明のしかた １ １ 

事務職のための効率化＆スピードアップ仕事術 １ １ 

ヒューマンエラーのメカニズム100 １ １ 
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ホスピタリティマインドコース １ １ 

はじめての日常中国語会話入門 １ １ 

これでわかるＥｘｃｅｌ応用編 選択（Ｂコース） ２ １ 

日商簿記検定講座２級コース １ １ 

合       計 13 ９ 

※修了率 69.2％ 

 

④ 共同研修 

他市との研修 

研 修 名 回 数 日数等 受講者数 

東京都市町村職員研修所 第４ブロック合同研修 １ ２日 ４ 

 

（２）勤務成績の評定の状況 

根拠となる条例、規則、規程 

「西東京市職員の人事考課に関する規程」 

 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

（１）職員の福祉 

① 健康診断等実施状況 

項  目 実施時期 対象者（人） 受診者（人） 

定 期     

健康診断 

平成 24 年 10 月２日～４日、９日

～11 日 

常勤 1,031 
   913 

人間ドック   118 

非常勤    478    462 

ＶＤＴ健康診断 
ＶＤＴ作業に 

従事する職員 
315 

胃検診 希望職員 158 

大腸がん検診 希望職員 741 

肺がん検診 
40 歳以上の 

希望職員 
211 

アスベスト健康診断 特定職員  34 

前立腺がん検診 
50 歳以上の 

男性希望職員 
124 
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② 公務災害・労働災害発生状況                     （単位：件） 

 業 務 災 害 通 勤 災 害 合    計 

公務災害（常 勤 職 員     ） ７  ４ 11 

公務災害（非常勤職員） １  １ ２ 

労働災害（非常勤職員） 12  ３ 15 

合    計 20  ８ 28 

 

③ 福利厚生事業（西東京市職員互助会）への助成 

市補助金                                  14,579,323 円 

事業主負担金～職員派遣先（社会福祉協議会等）の負担金         109,721 円 

◎ 主な事業 

○ 厚生事業（宿泊補助、遊園地利用券等）         9,584,000 円 

○ 教養文化事業（チケット購入補助、サークル補助等）   2,781,899 円 

○ 体育保健事業（人間ドック補助）            2,567,045 円 

会員会費                                    16,743,350 円 

◎ 主な事業 

○ 給付事業（慶弔金、退会慰労金等）           14,670,000 円 

 

（２）利益の保護の状況 

区     分 件 数 

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況 ０件 

職員に対する不利益な処分についての不服申立ての状況 ０件 
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８ 職員の競争試験及び選考の状況 

 

（１）採用試験（平成 24 年度実施） 

① 平成 24 年 10 月１日付及び平成 24年 11 月１日付採用 

（単位：人） 

試験区分 申込者 

第１次試験 第２次試験 第３次試験 

採用者 
＜試験日＞ 

平成 24 年７月 14 日 

＜試験日＞ 

８月８日 

  ９日 

   10 日 

＜試験日＞ 

８月 25 日 

受験者 合格者 合格者 合格者 

一般事務 

（身体に障が

いのある方） 

Ⅰ類 ４ ３ ２ １ １ １ 

司書 Ⅰ類 112 101 20 ７ ５ ５ 

心理技術 Ⅰ類 10 ７ ５ ２ ２ ２ 

 

② 平成 25 年４月１日付、平成 25年７月１日付及び平成 25年 10 月 1日付採用 

（単位：人） 

試験区分 申込者 

第１次試験 第２次試験 第３次試験 

採用者 
＜試験日＞ 

平成 24 年９月 16 日 

＜試験日＞ 

10 月 20 日 

     21 日 

     27 日 

＜試験日＞ 

11 月 17 日 

     18 日 

受験者 合格者 合格者 合格者 

一般事務 

Ⅰ類 492 300 60 26 15 15 

Ⅱ類 17 11 ５ １ １ １ 

Ⅲ類 19 15 ６ １ ０ － 

一般事務 

（身体に障が

いのある方） 

Ⅰ類 １ １ １ ０ － － 

Ⅱ類 ０ － － － － － 

Ⅲ類 ０ － － － － － 

福祉指導 Ⅰ類 ２ １ ０ － － － 

土木技術 Ⅰ類 ７ ４ ２ １ １ １ 

建築技術 Ⅰ類 ３ ２ ２ ２ ２ ２ 

保育士 Ⅰ類 24 16 ８ ３ ３ ２ 
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（２）昇任試験（平成 24 年度実施） 

（単位：人） 

試験区分 申込者 受験者 合格者 

管 理 職（短期） 30 26 ７ 

管 理 職（長期） ０ － － 

主 任 職（短期） 23 22 ４ 

主 任 職（長期） 15 14 11 

技能主任職（短期） １ １ － 

技能主任職（長期） １ １ １ 

 


